　　　　　　　平成２３年度　事業計画 

事業の目的
この法人は、高知県内における学校等の給食用物資の安定供給を行い、併せて給食の普及充実を進めることにより、児童生徒の心身の健全な発達及び食生活の改善に寄与することを目的とする。 

１．給食用物資の安定供給事業

　 安全で安心な給食用食材の開発や確保に努めるとともに、市町村、県学校栄養士会等の協

力を得ながら県内・国産を中心に地場産物の安定供給に取り組み現場のニ－ズに合った物資の提供をし、生きた教材としての学校給食を支える役割を果たして行きます。

　　　　　

(1) パン供給事業

２２年度末で製パン業者は９工場で、その内４工場が夜間高校のパンのみ供給しているという厳しい状況です。また学校給食用パンは週平均１回以下となっていますが、学校現場とパン業者の協力を得ながら供給事業を進めて行きます。

1 パン指定工場の衛生管理等の指導を行います。

2 芸西村他８市町村とともに、学校給食用パン遠隔地輸送費補助事業を行います。

(2) 米供給事業

精米に関しましては、３小学校、３中学校、３共同調理場、２夜間高校、５特別支援校に、また米飯は付属小学校、付属特別支援学校に供給をします。


　  　① 高知県内産精米の提供と炊飯加工工場の衛生管理指導を行います。

2 全農高知県本部よりの助成金の取り扱いを行います。

(3) 牛乳事業

　　 学校給食用牛乳供給事業推進協議会の委託を受け、補助事業等の取りまとめ、精算事務を行います。

(4) 物資供給事業
 　　① 文部科学省「学校給食における新たな地場産物の活用方策等に関する調査研究」の委
　　託事業で開発をした県内農畜産物を使用した食材を積極的にＰＲし、学校給食に利用してもらえるようにします。
　　　

② 情報の共有

　　　物資販売に関する情報を職員が共有していくように努め、学校関係者や生産者との交流を通じて、安定供給を図ります。　
　　
２．食育の推進事業

(１) 学校給食等の調理委託事業への取り組みを行います。

　　平成２１年度は、芸西村幼小中学校共同調理場、農業大学校の調理業務委託にエントリ－をしました。２２年度に農業大学校にエントリ－をしました。
　 　(２) 情報提供事業

ホームぺ－ジを作成し、情報を発信します。

高知県学校給食だよりを発行し、学校給食の充実を図ります。
　

(３) 学校給食の普及充実事業

① 本年８月に高知県で開催されます第５２回栄養教諭、学校栄養職員全国大会の実行委員及び企画委員として、大会の充実に努めます。
② 学校給食関係研究団体への助成事業

研究協議会等の開催に要する経費の助成を行い、学校給食の普及と充実を図ります。
③ 食育研修事業

日本スポ－ツ振興センタ－、県教育委員会の助言を得て、関係団体と共催して研修会．調理講習会、給食研究協議会を開催し、調理技術の向上を図ります。
　　　　

　　　 ④ 文部科学省新規事業「食育総合推進事業」の公募に申請をします。
　　３．構造改革の推進

1 運営の合理化について

パン、米、牛乳、物資事業の収入、支出を検討し、事業活動収支で管理経費を確

保し、財務の健全化に努めます。

販売管理費は２２年度予算に比べて約3,400千円の増となっていますが、２２年度予算には無かった建物償却費3,751千円と、備品車両償却費1,228千円を計上しているためです。

2  販売対策について

　　　　 22年度の売上げ予想は、20年度実績291,915千円に比べて約40,000千円の増が見込まれるが、販売計画最終の24年度に向けて、20％アップの売上げ目標を目指して、給食現場の協力を得て売上げの向上に努めます。

③ 地場産物を利用した開発食品の販売に努めます。

　 平成20、21に開発したものを積極的にＰＲして行きます。
平成22年度は、文部科学省の委託事業で、はちきんささみチ－ズフライと　四万十サイコロ豆腐(四万十町産大豆)を開発しましたので、23年度製品化をし、給食現場で使用してもらえるように販売努力をします。
　　４．公益法人化の取り組み

         理事会、評議員会の了承によりまして、２月１５日に公益財団法人の認定申請

　　　　を行いました。毎月行われる公益認定等審議会で審査される予定です。
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